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研究要旨：人々のメンタルヘルス不調は，現在広く蔓延しており，社会において重

大な機能障害の原因となっている。メンタルヘルス不調は，種類が異なる症候群が

存在するというよりも，むしろ連続体とみなすことができ，深度によって疾患へと

発展する。そのため，亜臨床の段階で対処することが重篤な症状を予防することに

つながる。これらの亜臨床段階の症状は，自助方略によって対処できることが証明

されており，しかしどの自助方略が役立ち，また実践できる可能性が高いのかは十

分に明らかになっていない。本研究では，メンタルヘルス問題の予防に果たす自助

方略の効果を検討するために，まずは自助方略に関わる従来の研究を概観し，その

後，パイロット研究として，勤労者を対象とした自助方略介入の効果を調べる。  

	 本研究では，まず「Ⅰ .文献研究」として，欧米を中心とする従来の研究からメン

タルヘルス問題に関わる自助方略の役割を解説する。その内容としては，（1） 予防

が必要なターゲット，（2）メンタルヘルス問題における予防措置としての自助方略

の役割，および（3）自助方略の内容（役立ち度と実践可能性，予防と管理を目的と

した自助方略），である。つづいて，勤労者が実施している自助方略の調査・介入と

して「Ⅱ .調査・介入研究」をおこない，（1）勤労者のメンタルヘルス調査，そして

その後に（2）自助方略介入の効果，についての結果を示す。最後に，メンタルヘル

ス不調における予防措置としての自助方略の役割について，そして効果的な自助方

略がリストとして示された場合の利用方法について述べる。  
 

Ａ．研究目的 

	 近年，精神障害などに起因する労災請

求件数や認定件数は大きく増加しており，

自殺を含め，心の病による休職・離職の

増加は大きな社会問題となっている（厚

生労働省 , 2018）。特に，若年層の労災請
求件数，また自殺数は増加の一途をたど
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っている。  
	 わが国に限らず先進諸国においては，

メンタルヘルス不調に陥った人たちに対

して，専門家による治療・再発防止がお

こなわれている。しかし，現在，専門家

やサービス施設の数も限られ，増え続け

るメンタルヘルス不調者に十分対応でき

ているとは言えない。また，精神疾患と

して診断されるような重篤な症状を抱え

ている人たちの間でも，専門家や専門施

設に受診している人の数は限られており，

まして診断基準に満たない亜臨床症状を

呈する人は他者に援助を求める傾向はき

わめて低い。そのため，専門家や専門施

設の数を増加させ，援助を求めやすくす

るアクセス支援に加えて，効果的なポピ

ュレーション・アプローチなど，一歩先

をいく予防の対策を充実させる必要があ

る。  

	 本研究では，メンタルヘルス不調の予

防を目的に，人々が自身で実施できる自

助方略（self-help strategy: Jorm, 2012）に

焦点を絞って研究をおこなう。本研究は，

（1）文献研究「メンタルヘルス問題の予

防に果たす自助方略に関する従来の研究」

と（2）調査・介入研究（メンタルヘルス

問題の予防を目的とした自助方略介入）

の 2 部から構成されている。文献研究の

目的は，亜臨床段階のメンタルヘルス不

調者を対象とした自助方略の内容を解説

することであり，一方，調査・介入研究

の目的は，亜臨床，または一般的な勤労

者を対象に自助方略を用いたパイロット

介入の効果を検証することである。 

 

Ⅰ. 文献研究：自助方略に関する 

従来の研究 

Ⅰ-B. 研究方法  

	 文献研究では，欧米におけるメンタル

ヘルス問題の予防に果たす自助方略につ

いての研究を概観し，（1）予防が必要な

ターゲット，（２）メンタルヘルス問題の

予防に果たす自助方略の役割，（3）自助

方略の内容（専門家のコンセンサスによ

る「役立ち度」と「実践可能性」の検証，

「予防」および「管理」を目的とした自

助方略の検証，自助方略を用いた介入，

心理的ディストレスの程度に応じた自助

方略），に分けて解説をおこなった。 

 

Ⅰ-C. 結果 

1. 予防が必要なターゲット 

	 Donovan, Henley, Jalleh, Silburn, 

Zubrick, & Williams（2006）は，メンタル

ヘルスの不調を人々の生活や生産性を妨

害する認知的，情動的，行動的な精神疾

患の連続体とし，程度によってメンタル

ヘルス問題（mental health problems）と

精神疾患（mental disorders）に分けてい

る。特に，抑うつ障害は，それぞれ診断

された病名が別々の症候群を呈している

というよりはむしろ，全体として流動的

な連続体として成り立っている（Cuijpers, 

de Graaf, & van Dorsselaer, 2004; Morgan 

& Jorm, 2009）。Donovan et al.が述べてい

るメンタルヘルス問題とは，症状が深刻

でなく，期間も短い状態で精神疾患とは

区別される。同様に，診断基準（例えば，

DSM）を満たすには不十分であるものの，

診断基準で記述される症状の前段階は閾

値下（sub-threshold），あるいは亜臨床的

（sub-clinical）と表現されている（Sadek 

& Bona, 2000）。「何となく落ち込む」，「や

る気が起きない」などメンタルヘルス問

題，あるいは閾値下・亜臨床的な心身症

状はいまや誰もが抱えており，この段階

では誰もメンタルヘルスの専門施設や専

門家に援助を求めることはない。 
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	 閾値下・亜臨床的な症状を呈するメン

タルヘルス不調が蔓延していることは，

我が国でも報告されている。例えば，労

働政策研究・研修機構（労働政策研究・

研修機構 , 2016）が実施した「第 2 回日

本人の就業実態に関する総合調査」によ

れば，過去 3 年間に「落ち込んだり，や

る気が起きないなどのメンタルヘルス上

の不調」を感じたことがあると回答した

人は 25.7%にのぼっている。また，その

うちの 76.5%は「通院治療なしでも日常

生活を送ることができる状態」と回答し

ている。これらの回答者は，重篤なメン

タルヘルス不調（精神疾患）であるとは

言えないものの，それらの予備群とみな

すことができ，現在の状態が継続すれば

重篤なメンタルヘルス不調に発展する可

能性がきわめて高い（ Cuijpers et al., 

2004; Cuijpers & Smit, 2004）。この層の人

たちは，専門機関や専門家の援助を求め

ようとはせず，しかし仕事や社会活動に

おいて機能的な障害を抱え続けている。 

	 Jorm & Griffiths （2005）は，抑うつと

不安による社会経済的な負担の緩和は，

全人口規模で見れば，これら閾値下・亜

臨床的な症状を抱える人たちの症状の改

善によるところがきわめて大きいと主張

している。その理由として，うつ病や不

安障害の患者に対して治療や療法を提供

できる専門機関や専門家の数は限られて

おり，今後も患者が増え続けていくこと

を想定すれば，閾値下・亜臨床的症状の

段階で早期に介入し，改善を求めること

が重要である。そのため，メンタルヘル

ス不調など些細な初期症状を精神疾患へ

の前駆症状ととらえ，早い段階で自ら対

処できる方略を学び，日常生活でそれら

の方略実施を習慣化，すなわち行動変容

をおこなうことが予防に役立つと考えら

れる。  

	 本稿では，抑うつと不安の両者を区別

しないでメンタルヘルス不調の症状改善

に焦点を絞って議論をおこなう。その理

由として，精神医学，また診断基準によ

れば，種々のタイプのうつ病や不安障害

を区別しているが，多くの場合，両者の

症状は重複している（ Jorm & Griffiths, 

2005）ためである。 

2. メンタルヘルス問題の予防に果たす

自助方略の役割 

	 本稿で話題とする自助方略とは，人が

精神疾患，またメンタルヘルス問題に対

処，または症状を緩和するためにおこな

う，自身による活動のことである（Jorm, 

2012）。個人が自分の意思で実践する自助

方略とは，例えば信頼できる友人や家族

に気持ちを伝える，週末に外出する，音

楽を聴く，散歩する，というように，自

身で実施できる方略である。 

	 Jorm & Griffiths（2005）は，メンタル

ヘルス問題を抱える多くの人々が存在し，

しかし彼らが専門的な治療を受けていな

い現状において，段階的なケア・モデル

（Stepped-Care Model）の原則に従った方

策を提唱している。例えば，精神疾患と

いう診断を受けていない閾値下・亜臨床

的なメンタルヘルスの不調を抱える対象

者には，初期介入として，非公式で単純

な自助方略の実施を推奨し，必要になれ

ば，さらにカウンセリングなど専門的な

介入につなげていくことを提唱している。

Morgan & Jorm（2009）もまた，不安障害

における自助方略の研究を対象に，それ

らの効果をレビューし，自助方略が段階

的なケア・モデルにおける最小限の治療

の役割を果たし，完全な障害に発展する
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ことを防ぐのに有効であると述べている。 

	 Jorm & Griffiths（2005）は，閾値下・

亜臨床的なメンタルヘルスの不調を抱え

る人たちに対して，非公式の自助方略を

勧める理由を以下の 6 点で説明している。

それらは，（1）彼らがメンタルヘルス問

題を抱えていても専門的処置を受けよう

としないのは，自分自身で問題を解決で

きると信じているためであり，そのため

に自助方略の実施は彼らのニーズに合致

する，（2）メンタルヘルス問題の中心的

症状である不安や抑うつ気分は，様々な

行動実践に対するセルフエフィカシーを

低下させ，自助方略の遂行は不安や抑う

つを抱える人たちのセルフエフィカシー

を増加させることができる，（3）メンタ

ルヘルス問題は，他の身体疾患と比べて，

スティグマがきわめて大きく，そのこと

が専門家に援助を求める妨害要因となっ

ているために，自身で実践できる自助方

略は他者の目を意識する必要がない，（4）

不安と抑うつに関係する症状，例えば内

向的になったり，社会不安を抱えるため

に，それら自体が専門的援助を受けるこ

とへの障壁となる。その場合，自助方略

の実施は専門的援助に頼る必要がない，

（5）うつ病など精神疾患に課される定型

の治療として，例えば認知行動療法など

には利便性やコスト面で課題があり，自

助方略の実践にはそれらの制限がない，

および（6）従来のメンタルヘルス・サー

ビスの中に自助方略を組み込むことで効

果をさらに強化できる，からである。 

	 これら自助方略には，専門家から指示

さ れ て お こ な う 誘 導 的 な 自 助 方 略

（guided self-help strategies）と専門家の

指 示 に よ ら な い 非 公 式 の 自 助 方 略

（ informal self-help strategies）がある。

時には，心理療法（例えば認知行動療法

で提供される指導書やウェブサイト）の

一部として，専門家のガイダンスのもと

でおこなわれる自助方略もあるが，非公

式でも専門的なガイダンスなしに実施さ

れている。	  

	 これら非公式の自助方略は，人々にと

って，専門的な治療やガイダンスよりも

肯定的に捉えられており，一般にはビタ

ミン摂取，身体活動の実施，外出頻度の

増加，特定の食事摂取，各種リラクセー

ション，ヨガなど，精神医療の代替療法

として多岐に渡っている。しかし，自助

方略には，実際に役立つものもあれば，

例えば過度な飲酒や人との接触を避ける

というように，かえって有害となる内容

も含まれており，症状を悪化させること

にもつながるためにエビデンスに基づい

た自助方略の推奨が必要とされている。 

3. 自助方略の内容 

	 Jorm, Christensen, Griffiths, & Rodgers

（2002）は，抑うつにおける補完的・自

助的治療のシステマティック・レビュー

をおこなった。その後， Jorm, Griffiths, 

Christensen, Parslow, & Rogers（2004）は，

心理的ディストレスの水準によって，実

施される自助方略が異なるか否かを

6,618 名のオーストラリア人を対象に郵

送調査で調べた。Jorm et al. （2002）は，

彼らが先におこなったシステマティッ

ク・レビューの結果を基に抽出された自

助方略について主成分分析を用いて内容

を分類し，その結果を質問調査として使

用した。それら自助方略のカテゴリーと

しては，(1)毎日おこなっている活動（ペ

ットとの交流，楽しめる活動，チョコレ

ート摂取，運動，家族や友人との交流，

音楽），（2）補完療法（芳香療法，マッサ
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ージ，瞑想，リラクセーション，ヨガ），

（3）非処方せん薬（鎮痛剤，健康食品，

魚オイル，アルコール，ビタミン），（4）

食事変容（カフィエインの除去，糖分や

アルコールの制限），および（5）専門的

援助（抗うつ剤，カウンセリング，カウ

ンセラーまたは臨床心理士，一般開業医），

であった。  

	 抑うつ症状の程度に応じて自助方略の

内容が異なるか否かを調べた研究も見ら

れる。Morgan & Jorm（2008）は，従来の

抑うつ障害，または抑うつ症状にかかわ

る自助介入について調べた従来の無作為

化統制試行研究をレビューした。それら

の研究対象は，抑うつ障害の患者，高レ

ベルの抑うつ症状を抱える人たち，およ

びうつ病の診断を受けることはないもの

の抑うつ気分を抱える人たちがそれぞれ

おこなっている内容に分けられた。その

結果，抑うつ障害者を対象に症状緩和の

ために最も効果が見られた方略は，S-ア

デノシルメチオニン摂取，オトギリソウ

摂取，読書療法，コンピュータによる介

入，気晴らし，リラクセーション訓練，

運動，楽しみの活動，日光暴露療法であ

った。一方，亜臨床サンプルの研究では，

気晴らし，運動，ユーモア，音楽，空気

イオン化，歌唱によって抑うつ気分にす

ぐさまの改善効果をもたらした。 

	 自助方略の内容を意図的に分類して，

それらの実施頻度を調べた研究も見られ

る。Shepardson, Tapio, Funderburk（2017）

は，不安症状を抱える退役軍人を対象に，

彼らが実施している自助方略を電話によ

って調べた。その際，彼らは，自助方略

をあらかじめ行動形態にそって分類した。

それらは，（１）セルフケア（運動，リラ

クセーション，睡眠，食事など），（２）

認知的方略（考えの修正，宗教 /スピリチ

ャリティなど），（３）回避（孤立化，薬

物摂取，わざと忙しくするなど），（４）

接触（友人 /家族，地域，ペット，社会化），

（５）楽しい活動（アウトドア・インド

ア活動，メディア，音楽など），（６）達

成（家事，活動的など），および（７）そ

の他，の 7 タイプであり，これらのカテ

ゴリーに応じて実践の割合を算出してい

る。  

	 以上のように，様々な内容の自助方略

が見られるものの，どの方略が症状緩和

に有効であるかを厳密に調べた研究は必

ずしも多くない。そのため，さらにエビ

デンスを積み上げる必要がある。以下で

は，限られた研究の中でも，自助方略の

効果を調べた研究として，①専門家のコ

ンセンサスによる「役立ち度」と「実践

可能性」の検証，②「予防」および「管

理」を目的とした自助方略の検証，③自

助方略を用いた介入，および④心理的デ

ィストレスの程度に応じた自助方略，に

分けて研究内容を紹介する。 

（1）専門家のコンセンサスによる「役立

ち度」と「実践可能性」の検証 

	 Morgan & Jorm（2009）は，あらかじ

め効果を判断することなしに，様々な文

献や資料から抑うつ症状の緩和に効果が

あるとされる自助方略を収集し，過去に

うつ病を経験した人たちと研究・治療の

専門家の 2 つのパネル（審議会）参加者

に対して，デルファイ法を用いて自助方

略の「役立ち度（helpfulness）」と「実行

可能性（feasibility）」について調査した。

デルファイ法とは，主に専門家の持つ予

測能力を客観化して活用する方法論で，

複数のパネルに対して，同様の質問につ

いて反復調査することによって意見の集 
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約をおこなう調査方法である（大滝・瀬

畠・藤崎 , 2001）。この過程を通じて，参

加メンバーは他のメンバーの意見を参考

にしつつ，意見の収れんをおこない，パ

ネルそれぞれの，また全体のコンセンサ

スを得ようとする（Jone & Hunter, 1995）。

Morgan & Jorm（2009）は，彼らの調査の

結果，過去にうつ病を経験した人たちの

パネルと専門家のパネルが，症状の緩和

のために「役立つ」と是認した 48 の方略

を示した。Table 1 は，両パネルにおいて

少なくとも 80%まで症状の緩和に役立つ

と是認された方略であり，その中でも特

に実行可能性が高いと判断された内容を

示している。  

	 Morgan, Chittleborough, & Jorm（2016）

は，先におこなった抑うつについての調

査と同様に，不安障害についてもデルフ

ァイ法を用いて調査をおこなった。彼ら

は，不安障害について，その症状を緩和

することに役立ち，しかも実行可能性が

高い自助方略として，（1）分析方略（不

安にさせる状況，きっかけ，パターン，

および反応を明らかにするなど），（2）行

動的方略（運動や身体活動をおこなうな

ど），（3）認知的変容（心配事が現実的に

解決することができる問題かどうか自答

するなど），（4）補完的方略（ヨガ），対

処方略（不安になった時の解消法など）， 

（5）食習慣の改善（規則的な食事摂取），

（6）対人方略（友人，家族，他者へのサ

ポート希求など），（7）ライフスタイル（自

然と接するなど）， および（8）身体の緊

張緩和（趣味の追求など），（9）薬物制限

（アルコール，違法薬物の使用制限など），

などを挙げた。  

	 青年期に焦点を絞った自助方略の検討

も見られる。Cairns, Yap, Reavley, & Jorm 

（2015）は，青少年期がうつ病発症の好

発年齢であることから，自身で危険レベ

ルを低減するために何ができるか，すな

わち青少年期のうつ病における自助予防

方略についてデルファイ法を用いて，専

門家からコンセンサスを得た。彼らは，

まず青少年対象の文献探索をおこない，

194 の推奨内容を収集した。その後，国

際的な研究・実践をおこなってきた専門

家のパネルとうつ病予防の運動活動家の

パネルが，合計 3 回の質問調査ラウンド

を実施し，それぞれの推奨内容について

予防的重要度（役立ち度に相当）と青少

年による実践可能性について評価をおこ

なった。その結果，両パネルで 80%以上，

うつ病に移行するリスクを低減すると是

認された方略が 145 項目見つかった。是

認された方略には，（1）メンタルフィッ

トネス（レジリエンスの強化），（2）個人

のアイデンティティ強化，（3）ライフス

キル，（4）健康的な人間関係の構築，（5）

健康的なライフスタイル，および（6）レ

クリェーション・レジャー，についての

メッセージが含まれていた。それらの中

でも，青少年にとって実践が困難と評価

された方略は，認知行動療法やポジティ

ブ心理学の要素である高度な対人関係ス 
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キル，また規範的な行動から逸脱するこ

とを要求する方略（薬物使用，セックス

活動など）であった。逆に，青少年にと

って実践が容易と評価された方略は，楽

しい活動をおこなう時間を作る，身体的

健康に気をつける，社会的な繋がりを持

つ，など，内容が単純で，しかも青年期

のライフスタイルに関係する実践であり，

それらは青少年にとって努力することな

しに毎日の生活に組み込める内容であっ

た。  

（2）「予防」および「管理」を目的とし

た自助方略の検証 

	 男性に限定して，抑うつの「予防」と

「管理」に目的を分けた自助方略に着目

した研究も見られる。一般に，女性は，

男性と比べて，抑うつ経験が多いことが

知られている。しかし一方で，オースト

ラリアにおいては，男性の方が女性より

も薬物使用や自殺リスクが高いことが報

告されている。Fogarty, Proudfoot, Whittle, 

Player, Christensen, Hadzi-Pavlovicac, & 

Wilhelm（2015）は，男性の抑うつが「男

らしさ」によって援助希求を阻む障壁と

なっており，男性に限って，抑うつ対処 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に影響する自助方略の内容を調べる必要

性を訴えた。彼らは，168 名の男性を対

象に，21 のフォーカスグループ・インタ

ビューと詳細なインタビューを 24 名に

実施し，男性がおこなっているポジティ

ブな自助方略として 26 の方略を明らか

にした。	 	 	  

	 Proudfoot, Fogarty, McTigue, Nathan, 

Whittle, Christensen, Player, Hadzi- 

Pavlovic, & Whihelm（2015）は，その後，

Fogarty et al.が抽出した 26 のポジティブ

自助方略について，18 歳から 74 歳の男

性 465 名を対象にして，抑うつの「予防」

と「管理」に分けて使用頻度を調べ，抑

うつリスク，抑うつ症状，および人口統

計学的要因との関係を検討している。こ

の研究において，「予防方略」とは，「自

分自身で OK である（大丈夫）と感じ続

けることができる，あるいは日々精神状

態を安定させるために使用する方略」と

定義され，一方，「管理方略」とは，「気

分がフラット，あるいはそれ以下で，冷

静でいる時間にとどまるための方略」と

定義された。Table 2 は，抑うつに対する

「予防方略」について使用頻度の順にラ
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ンクづけされた内容であり，一方，Table 

3 は同様に「管理方略」について示して

いる。  

	 抑うつの「予防」に関して使用頻度の

上位にあがった方略は，自身を多忙な状

態に置いておくこと，健康的な食事，運

動，ユーモアなどの積極的な行動が，一

方，「管理方略」において使用頻度が多い

方略は，いくらかの休みをとること，自

己報酬，自身で多忙さを続けること，運

動，およびペットと時間を過ごすこと，

であった。セルフケアの定期的使用が多

く，達成を基にした認知的方略（達成感）

をおこなっていると抑うつリスク（Male 

Depression Risk Scale の得点）が低くなり，

一方，認知的方略を定期的におこなって

い る と 抑 う つ 症 状 (Patient Health 

Questionnaire の得点 )の得点が低くなる

ことがわかった。  

	 以上のように，これらの研究では，男

性に限定はしているものの，抑うつ改善

のための自助方略について，「生じさせな

いようにする」という予防目的と「制御

し続ける」という管理目的に分けて調べ

ていることが興味深い。 

（3）自助方略を用いた介入 

	 実際に自助方略の実践を推奨し，メン

タルヘルス不調の症状緩和に役立つか否

かを確かめた介入研究も見られる。まず，

閾値下・亜臨床的なメンタルヘルス不調

を抱えている人々ではなく，うつ病の治

療の一部として自助方略を推奨している

研究がある。 Garcia-Toro, Ibarra, Gili, 

Serrano, Olivan, Vicens, & Roca（2012）は，

うつ病の通院患者に対して，具体的な自

助方略介入としてライフスタイル変容

（睡眠の促進，ウオーキング，日光の暴

露，健康的な食事）について詳しく内容

を説明する手紙を提供し，推奨文を受け

取った患者では抑うつ症状が有意に改善

したことを報告している。 
	 Morgan, Jorm, & Mackinnon（2011），お

よび Morgan, Jorm, & Mackinnon（2012）

は，彼らが Mood Memo と名付けた e メ

ール配信の効果を検討した。彼女らは，

インターネットを通じて参加者を募集し，

9 項目の Patient Health Questionnaire を用

いて抑うつ症状をスクリーニングし，2

週間以上ほとんど毎日 2〜4 症状を経験

している者 1,326 名を閾値下・亜臨床的

なメンタル不調者と判定し，彼らを対象

に，自助方略の実践を促す自動化 e メー

ルを送付した。これらの e メールは，6

週間にわたって，週 2 回送信され，効果

検証として，自助行動の実践頻度を変化

させるか，また抑うつの程度を改善する

のに役立つのかを評価した。彼女らは，

提示する自助方略として，専門家から「役

立ち度」と「実践可能性」が高いとコン

センサスが得られた内容（表 1：Morgan & 

Jorm, 2009）の中から上位 14方略を選び，

e メールによる自助方略介入群と知識伝

達の統制群に分けた無作為化試験を実施

した。その結果，自助方略の推奨群は，

開始時から介入終了時にかけて抑うつ症

状を低下させた。  

	 Morgan, Mackinnon, & Jorm（2013）は，

募集した人たちを，スクリーニング・テ

スト（9項目の Patient Health Questionnaire）

によって閾値下の症状を持つ人たち，お

よび大うつ病と判定された人たちの 2 つ

の下位群に分け，Mood Memo による同様

の研究をおこなっている。その結果，閾

値下の症状をもつと判定された群も大う

つ病と判定された群も自助方略を推奨す

る e メールによって症状を改善させた。
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両研究とも自助方略にかかわる e メール

は，リーフレット形式で構成されており，

内容には方略の説得度を高める技法と行

動変容に導く可能性を高める技法を含ま

せ，さらに理論的根拠，実践のヒント，

妨害要因の解決法，方略を遂行するため

の目標設定方法，前回の方略についての

リマインダーが掲載されていた。ただ，

Mood Memos 研究は，14 の自助方略が一

つずつ順番に配信されているにすぎず，

対象者の特徴や好みに合致した内容やど

の順番が効果的なのかを検討する必要が

ある。  

	 最後に，Morgan et al.（2013）は，介入

内の論理的説明として，介入によって自

助方略の実践頻度が高まり，その実践に

よって症状改善に影響を与えたのか否か

という因果関係を調べている。Morgan et 

al.（2013）は，Mood Memo で推奨した自

助方略の実践頻度がうつ症状の緩和の媒

介変数となっているかを調べるために媒

介分析を実施した。その結果，自助方略

の実践頻度が高まれば抑うつ症状が緩和

しやすいことを確認し，14 の自助方略の

中でも特に「毎日少なくとも短時間自宅

から外出するのを確実にする」および「達

成したという感覚の持てる活動を実践す

る」の効果が高いことを示した。 

 

Ⅰ-C. 考察 

	 欧米において，亜臨床・閾値下症状の

緩和を目的にした自助方略の奨励は 20

世紀初頭からおこなわれてきたものの，

我が国においてはあまり注目がなされて

こなかった。その理由としては，我が国

においてメンタルヘルス不調に関する予

防やプロモーションの観点がやや希薄で

あったことが考えられる。今後は，メン

タルヘルス不調者の数が増え続ける我が

国においても，自助方略を用いた積極的

な介入やプロモーション活動が必要とさ

れている。  

	 対象者に合致した自助方略の奨励も考

えられる。Jorm et al.（2002）は，メンタ

ルヘルス問題・疾患への対応として，活

動重複波（overlapping waves of action：以

後 OWAと略す）モデルを提唱している。

このモデルによれば，最初の活動の波は，

すぐに利用でき，すでに実践中であるか

もしれない自助方略の使用であった。こ

の活動の波は，マイルドな心理的ディス

トレスの状態で増加し，その重篤度が増

せば実施頻度が減少していく。2 番目の

活動の波は，いままで実施がなく，心理

的ディストレスに対処するために新しく

始める自助方略を含んでいる。この活動

の波は，中程度の心理的ディストレスで

ピークを迎え，その後に下降する。3 番

目の活動の波は，専門的な援助希求を含

み，心理的ディストレスの重篤度に伴っ

て増加し続ける。これらは，個々人の傾

向ではなく，全体の一般的傾向を示して

いる。  

	 OWA モデルの適用は，予防の 3 形態

（Gordon, 1983），すなわち全体的予防介

入（universal prevention intervention：全

人口をターゲットにした戦略），選択的予

防介入（selective prevention intervention：

リスクに暴露されていると考えられる下

位集団をターゲットとした戦略），および

指示的予防介入（ indicated prevention 

intervention：症状を呈する人びとをター

ゲットとした戦略）への介入と一致する

かもしれない。全体的予防介入では，リ

スクの有無，また高低にかかわらず介入

をおこなうために，リスクがない，また
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低いレベルの対象者に対しては第一の波

に相当する自助方略を推奨できる。その

内容は，特別に始める新規な方略よりも

むしろ，すでに日常生活でおこなってき

た方略に焦点を絞って推奨することであ

り，意識的に従来のライフスタイルや活

動を維持するように務めさせることであ

る。選択的予防介入では，リスクが高い

人たちを対象にしているために，第 2 の

波を推奨することに相当し，新しい自助

方略として，わずかな挑戦や人との接触

を推奨できる。最後に，指示的予防介入

では，主に専門家や専門施設への接触を

容易にするように情報を提供することで

ある。今後は，効果が確認された自助方

略の推奨と合わせ，ターゲットに合わせ

た推奨内容を決めていく必要がある。 

 

Ⅱ. 調査・介入研究：メンタルヘルス問

題の予防を目的とした自助方略介入 

（パイロット研究） 

	 本調査・介入研究では，上記の文献を

参考にして，自助方略を用いたパイロッ

ト研究をおこなった。それらは，（１）調

査研究（メンタルヘルスの状況および自

助方略の調査），につづいて，（2）介入研

究，である。以下，2 つの研究について

解説をおこなう。  

1.調査研究：メンタルヘルス予防に関す

る就労者の自助方略調査 

1）対象者 

本研究における調査対象者は，男女就

労者（パート・アルバイトを含む）87 名

であった。  

2）手続き 

	 本調査は，平成 30 年 10 月下旬から 11

月上旬にかけて実施した。調査用紙は，

就労者の知人や友人，親戚を介して質問

紙を手渡し，仕事場において配布を依頼

した。調査方法としては，知人や友人，

親戚が質問紙を回収し，その後，著者が

回収するという留置法を採用した。また，

倫理的配慮としては，調査用紙の冒頭に

調査の概要および個人情報の取り扱いに

関する説明を記載し，対象者の同意のも

と調査を実施した。 

3）調査内容 

①基本情報 

基本情報としては，氏名，年齢，性別，

職業，職種，メールアドレスについての

記入を求めた。なお，氏名とメールアド

レスを尋ねたのは，本調査につづいてお

こなう介入研究のデータを対応させるた

めであった。  

②ストレス自覚症状 

調査対象者には，仕事で感じるストレ

スによって生じる自覚症状について回答

を求めた。本調査に先立って，従来から

確認されているストレスの自覚症状を専

門家（教員 2 名および大学院生 3 名）と

協議し，以下の３症状カテゴリーに分類

した。それらは，１）心理的症状（イラ

イラ，しんどさ，落ち込み，腹立ち，無

気力），２）身体的症状（動悸，だるさ，

冷汗，腹痛，頭痛，めまい，息切れ），お

よび３）社会的症状（喧嘩，言い争い，

怒鳴り，無視，暴力，あたり散らし）で

あった。調査にあたっては，該当する内

容を複数回答させ，特に頻度や強度が大

きな内容については◎印をつけさせた。

選択肢以外の症状がある場合は，「その他」

の欄に具体的な症状を記述させた。また，

自覚症状がない場合には，「自覚症状がな

い」という選択肢で回答させた。 

③自由記述「仕事上のストレスを軽減さ

せる目的でおこなっている活動」 
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調査対象者には，現在， 仕事上のスト

レスを軽減させるためにおこなっている

何らかの活動があるか否かを「はい」，お

よび「いいえ」の２件法で回答を求めた。 

「はい」と回答した者には，具体的に，

その活動の内容，活動頻度，１回あたり

の活動時間を自由記述によって回答させ

た。また，その活動をおこなうことによ

って，仕事上のストレスが軽減できてい

ると自覚が存在するのか否かについて，

「ある」，「少しある」，「あまりない」，お

よび「ない」までの４件法で回答を求め

た。  

	 「いいえ」と回答した者には，その活

動をおこなっていない理由を自由記述で

回答させた。また，今後ストレスを解消

するために，自らおこなおうと考えてい

る活動についても自由に記述させた。 

 

Ⅱ-1-C. 結果 

1. 回答者の基本情報 

	 回答者の性別は，男性が 45 名（51.7％），

女性が 42 名（48.3％）で，年齢は 22-66

歳，平均年齢は 40.0 歳（SD=11.48）であ

った。  

  回答者の職業および職種を，Table 4 に

まとめた。回答者の職業は，会社員・役

員が最も多く，46 名（52.9％）であった。

ついでパート・アルバイトが 18 名

（ 20.7％），そして大学職員が 16 名

（18.4％）であった。回答者の職種は，

事務職が最も多く，36 名（41.4％）であ

った。ついで倉庫軽作業が 18 名（20.7％），

そして営業が 15 名（17.2％）であった。 

2. ストレス自覚症状 

回答者 87 名の中で，１つでも自覚症状

があると答えた者は 73 名（83.9％）で，

8 割以上の者が何かしら仕事上のストレ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スを抱えていると回答した。また，その

自覚症状の頻度や強度が「強い」と回答

した者は 15 名（17.2％）だった。 

心理的症状を抱えている者は，全対象

者 87 名のうち 68 名（78.2％）で，身体

的症状を抱えている者は 43 名（49.4％），

さらに社会的症状を抱えている者は 11

名（12.6％）であった。 

	 回答者の具体的なストレス自覚症状の

内訳を Table 5 にまとめた。心理的症状

において最も人数が多かったのは「イラ

イラ」で 44 名（50.6％）であった。つい

で，「しんどさ」が 30 名（34.5％），そし
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て「落ち込み」が 25 名（28.7％）であっ

た。身体的症状において最も人数が多か

ったのは「だるさ」で 23 名（26.4％）で

あった。ついで「頭痛」が 20名（23.0％），

そして「腹痛」が 11 名（12.6％）であっ

た。社会的症状を抱えている人数は他の

２症状と比べて少なかった。しかし，「言

い争い」が 8 名（9.2％），「無視」が 5 名

（5.7％）のように，複数の者が選択した

項目が含まれていた。 

3. 回答者が仕事上のストレスを軽減さ

せる目的でおこなっている自助方略 

「現在，仕事上のストレスを軽減させ

るためにおこなっている自助方略」の有

無について，75 名（86.2%）が「はい」

と回答し，一方「いいえ」と回答した者

は 12 名（13.8％）であった。9 割弱の者

が，すでにストレスを軽減させることを

目的に自助方略を実施していた。 

「いいえ」と答えた者が，仕事上のス

トレスを軽減させるために活動をおこな

っていない理由は，「ストレスを感じてい

ないから」（10 名），「何をおこなえばよ

いのかがわからないから」（1 名），「時間

が取れないから」（1 名）であった。 

仕事上のストレスを軽減できていると

いう自覚については，1 名が「あまりな

い」と回答した。しかし，それ以外の者

はすべて「ある」，もしくは「少しある」

と回答していた。  

４.自助方略の内容 

	 仕事上のストレスを軽減させる目的で

おこなっている自助方略の内容を Table 

6 と Table 7 にまとめた。Table 6 は，実

施する活動を継続期間によって分類した

自助方略，すなわち長期，中期，および

短期という期間で分けた自助方略の内容

である。また，Table 7 は，実施する活動

内容を種類によってカテゴリー分けした

自助方略の内容である。以下，継続期間

および種別に分けた結果について解説を

おこなう。  

（1）継続期間 

	 自助方略を継続期間で分類する上で以

下のような基準を設けた。「短期的方略」

とは，１週間以内でおこなえる活動であ

り，一方，「中期的方略」は１週間から２

週間でおこなえる活動とした。さらに，

「長期的方略」は，長期に継続を要し，

本研究の期間内でおこなえない活動であ

った。  

	 回答者から収集した活動が「短期的方

略」，「中期的方略」，「長期的方略」のど

れに該当するかは，回答者の活動頻度に

よって判断した。例えば，「旅行」は１年

に数回しか行く機会がないために「長期

的方略」とし，「家族と外出」は家族の都

合が合わなければ１週間以内におこなう

ことが難しいために「中期的方略」に含

めた。また，「テレビ鑑賞」は１週間以内

でおこなえるために「短期的方略」とし

た。  

（2）種別内容 

	 種別については，回答者がおこなって

いる自助方略の内容を専門家（教員 2 名

および大学院生 3 名）と協議し，すべて

の活動を以下の 6 種類に分類した。それ

らは，「娯楽」，「コミュニケーション」，

「ライフスタイル」，「積極的活動」，「リ

ラクセーション」，および「回避」であっ

た。  

	 「娯楽」とは，仕事の余暇におこなう

自分自身が楽しむ活動，「コミュニケーシ

ョン」とは人との関わりでおこなう活動，

「ライフスタイル」は食事のように日常

生活の流れの中で自然におこなう活動で 
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ある。つぎに，「積極的活動」は外出や身

体活動など自ら積極的に実施する活動で

あり，「リラクセーション」は身体を休め

る活動とし，さらに「回避」はストレス

を受けないために回避する活動とみなし

た。  

 

Ⅱ-1-D. 考察 

	 調査研究の目的は，つづくパイロット

介入研究をおこなうための調査であった。

就労者を対象に，１）メンタルヘルスの

状況，および２）メンタルヘルス予防を

目的としておこなっている自助方略の内

容，を調査した。以下，本研究により得

られた知見をもとに考察をおこなう。 

１. 就労者のメンタルヘルス状況 

	 本研究の回答者のうち，何かしらの自

覚症状があると回答した者は，全調査対

象者の 8 割を超え，多くの就労者が仕事

上でストレスを抱え，心身の症状を自覚

していることが明らかになった。この結

果は，近年，就労者が受けるストレスが

蔓延しているわが国の現状を表している。 

	 具体的なストレスから生じる自覚症状

の内容を見ると，「イライラ」が最も多く，

つぎに「しんどさ」，「落ち込み」と続い

た。実際，症状をみると，心理的症状を

抱えている者が 68 名，身体的症状を抱え

ている者が 43 名，そして社会的症状を抱

えている者が 11 名となり，心理的症状が

他の２症状と比べて多く回答していた。 

	 ストレス反応は，一次的反応から二次

的反応に移行して改善されずにいると，

最終的にストレス関連疾患に移行するこ

とが知られている（嶋田・鈴木 , 2004）。

本研究では，この一次的反応に含まれる

「イライラ」，「腹立ち」，「落ち込み」を

回答した者が多く含まれていた。また一

方で，二次的反応に含まれる「無気力」

に関しても 17名（19.5%）存在しており，

数としては少なくない状況であった。一

次的反応が二次的反応に，二次的反応が

重篤な反応に移行してしまう前に，メン

タルヘルスの対策が必要とされる。 

	 身体的反応に関しても心理的反応と同

様に，「冷汗」，「動悸」，「息切れ」といっ

た一次的反応よりも，「頭痛」，「めまい」，

「腹痛」といった二次的反応の方に回答

者が多かった。身体的反応が重篤になる

と，消化性潰瘍や過敏性腸症候群など日

常生活に支障が出る症状に発展する。そ

の点では，心理的反応よりも身体的反応

への対策が急務かもしれない。 

	 社会的反応に関しては，他の２症状に

比べると数は少なかったものの，「言い争

い」および，「無視」を複数名が回答して

いた。「言い争い」や「無視」といった項

目は，それ自体がストレス発散の活動と

考えられるが，相手との関係を崩してし

まう結果になり，新たなストレスを生じ

させる。放置することは，さらにメンタ

ルヘルスに悪影響を与える。 

２. 仕事上のストレスを軽減させる目的

でおこなっている活動 

	 本研究では， 9 割弱の者がすでに仕事

上のストレスを軽減させる目的で自助方

略をおこなっていることがわかった。ス

トレス低減への効果の自覚については，1

人を除き，「ある」，もしくは「少しある」

と回答していた。このように，自助方略

をおこなっている者は，その実践によっ

てストレスを軽減できていると回答して

いた。しかしながら，回答者の約 8 割が

いまもストレスを抱えていると回答して

いることとは矛盾している。そのため，

ストレスを抱えているながらも，自助方
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略を行うことで，それらを適切に管理で

きていると考える方が解釈として妥当か

もしれない。  

	 しかし，これらの調査結果からは，実

施している自助方略の中でどの活動がメ

ンタルヘルス問題の予防や管理に効果が

あるのかについては明らかではない。そ

こで，つづく研究では，自助方略を実際

に選択させ，その活動を１週間実施させ

ることでストレス低減効果を調べる。 

	 「長期的方略」に分類された活動は，1

週間という短期間では実践することが難

しいため，つづく介入研究では，「短期的

方略」に絞って実施の選択肢とした。た

だ，「中期的方略」については，条件が合

えばおこなえる可能性があるために，対

象者が実践可能と判断すれば選択させた。

また，介入研究において提示する自助方

略の数が多すぎると，回答者の選択が困

難になる可能性があるため，調査研究に

おいて度数が少ない活動を除外し，複数

名が選んだ活動を対象とした。 

 

Ⅱ-2. 介入研究：メンタルヘルス予防を

目的とした自助方略介入 

Ⅱ-2-B. 方法 

１. 対象者 

	 介入研究においては，先の調査研究に

参加した 87 名のうち，除外対象者として，

ストレスによる自覚症状が「ない」と回

答し，かつストレスを軽減させる自助方

略をおこなっていない 7 名とし，残りの

80 名を介入の対象とした。 

２. 手続き 

	 pre-testおよび post-testにおける質問調

査は，平成 30 年 12 月上旬から下旬にか

けて実施した。両調査とも，グーグルフ

ォームの回答を使用し，対象者にメール

にて回答フォームのリンクを送付し，同

様の調査は pre-test から１週間後に，再

度 post-test に回答させた。  

3. 調査内容 

	 対象者の前後の比較のために，pre-test

および post-test をおこなった。調査内容

は以下の通りである。 

（1）pre-test 調査内容 

①基本情報 

	 基本情報の収集は先の自助方略調査と

同様であった。pre-test と post-test のデー

タを対応させるために，名前とメールア

ドレスを尋ねた。  

②ストレス調査 

	 最近１カ月のストレスの評価について

は，職業性ストレス簡易調査票（下光，

2000）を用いた。本研究では，職業性ス

トレス簡易調査票の中から心理的項目お

よび身体的項目に関する 11 項目を抜粋

し，さらに著者が作成した社会的項目 6

項目を加えた計 17 項目について，「ほと

んどなかった(1)」， 「ときどきあった(2)」，

「しばしばあった (3)」，および「ほとん

どいつもあった(4)」の 4 件法で回答を求

めた。  

③仕事上のストレスを軽減させる活動

（短期的方略） 

	 対象とする短期的方略の活動を Table 

8 に示した。選択肢は，19 項目であり，

内容は「娯楽」，「コミュニケーション」，

「ライフスタイル」，「積極的活動」，およ

び「リラクセーション」の 5 種類であっ

た。対象者には，まず Table 8 の上部で

示す短期的方略の活動を提示し，この１

週間自身でおこなえると思える方略，ま

たは効果が期待できると思う方略を１つ

選択させた。以前から仕事上のストレス

を軽減させる目的でおこなっている活動 
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があり，「ストレスが軽減できている」と

いう自覚がある者には，その活動が選択

肢に存在すれば選択することを認めた。 

④仕事上のストレスを軽減させる活動

（中期的方略） 

	 本研究において，中期的方略は「１週

間から２週間でおこなえる活動」であり， 

Table 8 の下部に示している。選択肢は，

8 項目で，内容は「娯楽」，「コミュニケ

ーション」，および「積極的活動」の 3

種類であった。対象者には，Table 8 下部

で示す中期的方略の活動を提示し，１週

間でおこなえると思う活動，または効果

が期待できると思う活動を１つ選択させ

た。中期的方略は，短期的方略とは異な

り，必ず１週間でおこなえるとは限らな

いために選択は任意とした。 

（２）post-test 調査内容 

①基本情報 

	 pre-test のデータと対応させるために，

名前とメールアドレスについて記入を求

めた。  

②仕事上のストレスを軽減させる活動

（短期的方略） 

	 19 項目の短期的方略から選択された

活動については，post-test において，１

週間でおこなってきた回数，および１回

の活動に費やした時間を回答させた。頻

度に関しては，「1 回(1)」，「2，3 回(2)」，

「4，5 回(3)」，「それ以上(4)」，および「お

こなっていない(5)」の５件法で回答を求

めた。  

１回の活動に費やした時間は，「1 分以

上 30 分未満(1)」，「30 分以上 1 時間未満

(2)」，「1 時間以上 2時間未満(3)」，「それ

以上(4)」，および「おこなっていない(5)」

の５件法で回答を求めた。「おこなってい

ない」と回答した者には，活動をおこな

わなかった，もしくはおこなえなかった

理由を記述させた。 

③仕事上のストレスを軽減させる活動

（中期的方略） 

	 8 項目の中期的方略から選択された活

動については，post-test において，「おこ

なった」，または「おこなっていない」の

２件法で回答を求めた。「おこなった」と

回答した者には，１週間で実施した頻度

と１回に費やした時間を回答させた。頻

度に関しては，「1 回(1)」，「2，3 回(2)」，

「4，5 回(3)」，および「それ以上(4)」の

４件法で回答を求めた。１回に費やした

時間については，「1 分以上 30 分未満(1)」，

「30 分以上 1 時間未満(2)」，「1 時間以上
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Table 10. 対象者が選択した中期的方略の内容

2 時間未満(3)」，および「それ以上(4)」

の４件法で回答を求めた。 

④ストレス調査 

	 pre-test と同様の質問紙に回答させた。 

 

Ⅱ-2-B. 結果 

	 介入研究の結果を以下に示す。 

１）対象者の基本情報 

	 本研究では，１週間の介入期間前後で

ストレス得点がどの程度改善されるか，

またどの活動がメンタルヘルスの予防に

役立つのかを検証した。そのため，

pre-testと post-testに対応のない者は分析

対象から除外した。除外された回答者は

29 名で，最終的に，pre-test と post-test

の全てに回答した者 51 名を分析の対象

とした。  

	 対象者の性別は，男性が 25 名(49.0％)，

女性が 26 名(51.0％)，年齢は 22-61 歳，

平均年齢は 40.0歳(SD=11．61)であった。 

対象者の職業は，会社員・役員が最も多

く，28 名(54.9％)であった。ついでパー

ト・アルバイトが 15 名(29.4％)であった。 

	 対象者の職種は，事務職が最も多く，

20 名(39.2％)であった。ついで倉庫軽作

業が 14 名(27.5％)，編集が 8 名(15.7％)

であった。  

２）仕事上のストレスを軽減させる自助

方略（短期的方略） 

	 短期的方略の活動を１週間おこなった

者は 51 名中 50 名であった。そのため，1

名を除く 50 名を分析の対象とした。 

	 対象者が選択した短期的方略の活動を

Table 9 に示した。本研究で提示した短期

的方略 19 項目のうち，対象者が選択した

方略は 16 項目であった。 

対象者が選択した活動のカテゴリーの

内訳は，「ライフスタイル」が 8 名，「コ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ミュニケーション」が 12 名，「娯楽」が

10 名，「リラクセーション」が 9 名，そ

して「積極的活動」が 11 名であった。具

体的な活動内容の内訳は，「友人と会話」

が最も多く 9 名(18.0％)，ついで「昼寝・

睡眠」が 8 名(16.0％)であった。 

３）仕事上のストレスを軽減させる自助

方略（中期的方略） 

中期的方略の活動を本調査での１週間

でおこなった者は 34 名で，全対象者のう

ちの 66.7％を占めた。 

	 対象者が選択した中期的方略の活動を

Table 10 に示した。対象者が選択した中

期的方略は，本研究で提示した 8 項目の

うち 7 項目であった。 
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Figure 1. 介入前後における心理的反応得点の変化量
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Figure 2. 介入前後における身体的反応得点の変化量
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Figure 3. 活動カテゴリー別に示した身体的反応の変化量

	 対象者が選択した活動のカテゴリーの

内訳は，「コミュニケーション」が 16 名，

「娯楽」が 5 名，「積極的活動」が 13 名

であった。  

  具体的な活動内容の内訳は，「友人と食

事」が最も多く（11 名：32.4％)で，つい

で「家族と外出」（7 名：20.6％)，「家族

に相談」および「友人と外出」（それぞれ

5 名：14.7％）であった。 

4）ストレス得点の改善 

（1）介入前から介入後に至るストレス得

点の変化 

	 介入前から介入後への各ストレス得点

の変化を見るために，職業性ストレス簡

易調査票から抜粋した心理的反応および

身体的反応，そして著者が新たにつけ加

えた社会的反応のそれぞれについて対応

のある t 検定を行った。  

①  心理的反応 

	 心理的反応の結果を Figure 1 に示す。

対応のある t 検定をおこなった結果，心

理的反応では介入前から介入後にかけて

有 意 に ス ト レ ス 得 点 が 減 少 し た

(t(50)=7.14, p<.01)。 

②  身体的反応 

	 Figure 2 は，身体的反応の結果を示し

ている。身体的反応においても，介入前

から介入後にかけて有意にストレス得点

が減少した(t(50)=4.48, p<.01)。 

③  社会的反応 

	 社会的反応では，介入前から介入後に

かけて有意な改善が認められなかった

(t(50)=0.92, n.s.)。 

（2）活動の種別内容による介入前後のス

トレス得点の変化量 

①短期的方略 

	 活動の種別内容を独立変数とし，各ス

トレス得点の変化量（介入後−介入前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を従属変数とする一元配置分散分析を行 

った。その結果，身体的反応において主

効果が認められた(F(4, 45)=3.28，p<.05)。

Tukey HSD 法による多重比較をおこなっ

たところ，「リラクセーション」が「娯楽」

と比べて有意に変化量が大きかった

(p<.05)。それぞれ選択された短期的方略

の効果については，Figure 3 に介入前後

の変化量（介入後−介入前）を示してい

る。図に示したように，「リラクセーショ

ン」の変化量が最も大きく，ついで「ラ

イフスタイル」，そして「コミュニケーシ

ョン」の順で身体的反応得点が低下した。

心理的反応と社会的反応では，有意な結

果が認められなかった。 
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②中期的方略 

	 活動の種別内容を独立変数とし，各ス

トレス得点の変化量を従属変数とした一 

元配置分散分析をおこなったものの，ど

の反応においても主効果は認められなか

った。  

（3）活動の頻度による介入前後のストレ

ス得点の変化 

①短期的方略 

	 短期的方略の活動頻度による効果を検

証するために，活動の頻度の選択肢 1，2

（1，2・3 回 /週）を低頻度群，選択肢 3，

4（4・5 回，それ以上 /週）を高頻度群と

して，介入前後の各ストレス得点を比較

するために群×介入前後の 2 要因分散分

析をおこなった。その結果，心理的反応

では，介入前後の主効果が認められ

(F(1,48)=10.63, p<.01)，介入前と比べて介

入後にストレス得点が有意に低下した。 

	 また，身体的反応においても同様の分

析をおこなった結果，介入前後の主効果

が認められ(F(1,48)=4.84, p<.05)，介入前

と比べて介入後に身体的なストレス得点

が有意に低くなった。 

	 社会的反応では，介入前後の主効果は

認められなかった(F(1,48)=0.09, n.s.)。 

活動頻度の主効果および交互作用は有

意でなく，この結果は，心理的反応およ

び身体的反応は短期的方略の回数にかか

わらず，おこなうこと自体が効果をもた

らすことがわかった。 

②中期的方略 

中期的方略の活動の頻度に関しては全

て低頻度であったため，分析をおこなわ

なかった。  

（4）活動時間による介入前後のストレス

得点の変化 

①短期的方略 

	 １回の活動に費やす時間の選択肢 1，2

（1，2・3 回 /週）を低時間群，選択肢 3，

4（4・5 回，それ以上 /週）を高時間群と

して介入前後の各ストレス得点を比較す

るために群×介入前後の 2 要因分散分析

をおこなった。その結果，心理的反応で

は ， 介 入 前 後 の 主 効 果 が 認 め ら れ

(F(1,48)=10.99, p<.01)，介入後には介入前

と比べてストレス得点が有意に低下した。 

同様に，身体的反応でも，介入前後の主

効果が認められ(F(1,48)=4.20, p<.05)，介

入前と比べて介入後にストレス得点が有

意に減少した。  

	 社会的反応では，介入前後での主効果

は認められなかった(F(1,48)=0.09, n.s.)。 

以上，活動時間群の主効果および交互作

用は，どの反応においても有意な結果が

得られなかった。これらの結果から，心

理的反応および身体的反応は，短期的方

略の時間にかかわらず，おこなうこと自

体の効果が見られたことになる。 

②中期的方略 

	 １回の活動に費やす時間の選択肢 1，2

（1，2・3 回 /週）を低時間群，選択肢 3，

4（4・5 回，それ以上 /週）を高時間群と

して活動に費やす時間についての２群を

独立変数とし，介入前後（pre，post）の

各ストレス得点を従属変数とする 2 要因

分散分析をおこなった。 

Table 11 は，全体の結果を示している。

心理的反応では，介入前後の主効果が有

意で(F(1,32)=29.08, p<.01)，介入後には介

入前と比べてストレス得点が有意に低下

した。  

身体的反応では，介入前後の主効果およ

び 交 互 作 用 効 果 が 認 め ら れ た

(F(1,32)=8.47, p<.01)。そのため，単純主

効果を求めたところ，高時間群において  



 
	

 80 

�%(�� ��* 23 9.04 (2.82) 6.91 (2.15) 29. 08** 1.62 0. 004
��* 11 10.27 (3.98) 8.09 (2.59)

+�(�� ��* 23 9.00 (2.26) 7.30 (1.30) 8. 47** 0.41 8. 47**
��* 11 8.73 (3.77) 8.73 (3.63)

)�(�� ��* 23 6.57 (1.27) 6.43 (0.79) 0. 02 1.18 0. 77
��* 11 6.82 (1.25) 7.00 (1.34)

** p  < . 01

�	
��� $�!,* n �������# ���&�#

Table 9. 
"( '�$�!,��������������	
����

��� ���
$�!,���#

M (SD ) M (SD )
��
���
	�
���
��
���
	�
���
��
���
	�
���

 ��  

Table 11. 中期的方略の活動時間群に分けたストレス反応の変化
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Figure 4. 中期的方略の活動時間群による身体的反応の変化量

 

 

 

 

 

 

 

有意な身体的反応得点の減少が認められ

た (F(1,32)=26.17, p<.01)。この結果を

Figure 4 に示す。  

	 社会的反応では，介入前後の主効果は 

認められなかった(F(1,32)=0.02, n.s.)。心

理的反応，社会的反応では活動時間の主

効果および交互作用効果は認められなか

った。  
 

Ⅱ-2-D. 考察 

	 本介入研究の目的は，就労者を対象に，

1）調査研究で収集した自助方略の中から

短期的および中期的に実践可能と考えら

れる内容を選択させ，どの活動がメンタ

ルヘルスの予防に役立つのかを検証する

こと，および 2）活動をおこなう頻度や

１回に費やす活動時間によってストレス

得点に差異が生じるか否かを調べること

であった。以下，本研究によって得られ

た知見をもとに考察をおこなう。 

1. 介入前後におけるストレス得点の 

変化 

	 心理的，心理的，社会的反応の３種類

のストレス得点について介入効果を見た

ところ，心理的反応と身体的反応におい

てストレス得点が有意に低下した。一方

で，社会的反応においては，介入前後で

得点に有意な変化が見られなかった。こ

れらの結果から，本研究で提示した自助

方略は，心理的反応と身体的反応の低減

に効果があることがわかった。社会的反 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応に対して効果が見られない理由として，

社会的反応が間接的な反応であることが

考えられる。すなわち，心理的反応と身

体的反応が仕事上の問題がストレッサー

となり，直接的にストレス反応として生

起するのに対して，「怒鳴り」や「当たり

散らし」のように他者への否定的な関与

は心理的反応や身体的反応による影響と

言える。そのため，1 週間という短期な

介入では影響を与えることができなかっ

たかもしれない。  

2. 活動の種別内容による介入前後の 

ストレス得点の変化 

	 本研究では，短期的方略・中期的方略

の活動の種別内容を独立変数とし，各ス

トレス得点の変化量を従属変数とした分

散分析をおこなった。その結果，短期的

方略の「リラクセーション」カテゴリー

が「娯楽」カテゴリーよりも身体的反応

得点が有意に低下した。リラクセーショ

ンには，筋肉のリラクセーション，内臓

のリラクセーション，心理的リラクセー

ション，意識レベルの低下の４つの側面
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がある（鈴木・佐々木 , 1987）。これらの

側面は互いに関係しあい，心身相互作用

によって，最終的には心身全体のリラッ

クスが得られる。本介入研究において「リ

ラクセーション」をおこなった者は心身

相関の効果を得て，身体的反応得点が大

幅に低下した。  

「娯楽」のカテゴリーは，身体的反応得

点の低下に有効ではなかった。対象者が

選択した短期的方略の「娯楽」に含まれ

る活動は，「音楽鑑賞」，「テレビ鑑賞」，

および「読書」であった。これらの活動

は活動それ自体が楽しみをもたらすが，

身体的反応よりはむしろ心理的反応に直

接作用したと考えられる。 

	 中期的方略の活動カテゴリーでは，ど

の反応においても有意差は認められなか

った。その原因として，サンプルバイア

スが考えられる。本研究では，中期的方

略において「コミュニケーション」のカ

テゴリーを 16 名，「積極的活動」を 13

名がそれぞれ選択していた。しかし，残

りの「娯楽」カテゴリーは 5 名しか選択

しておらず，他の２カテゴリーに比べる

と人数が少なかった。 

3. 活動頻度による介入前後のストレス

得点の変化 

	 本研究では，短期的方略の活動頻度２

群（高頻度群，低頻度群）を独立変数と

し，介入前後の各ストレス得点を従属変

数とした 2 要因分散分析をおこなった。

その結果，心理的反応と身体的反応にお

いては介入前後の主効果が認められた。

しかし，活動頻度の主効果および交互作

用はどの反応においても有意ではなかっ

た。この結果から，短期的方略の頻度は

各ストレス反応得点の減少に影響を与え

ず，むしろ，おこなうことそれ自体に効

果があることがわかった。 

	 中期的方略の活動の頻度に関しては，

全てが低頻度群に回答が集まったため，

分析をおこなうことができなかった。し

かし，先の調査研究において，中期的方

略は「１週間から２週間でおこなえる活

動」と位置付けていた。中期的方略の回

数が全て低頻度群であったという結果は，

調査研究において中期的方略の位置付け

が妥当であったことを示している。 

4. 活動時間による介入前後のストレス

得点の変化 

	 本研究では，短期的方略・中期的方略

の活動時間（高活動時間群，低活動時間

群）を独立変数とし，介入前後の各スト

レス得点を従属変数とした 2 要因分散分

析をおこなった。その結果，中期的方略

の活動時間の上位群が下位群よりも身体

的反応得点が有意に減少していた。この

ことから，中期的方略においては，時間

を多く費やすことが身体的反応に有効で

あることがわかった。中期的方略は「１

週間から２週間でおこなえる活動」であ

りながらも毎日継続しておこなえる活動

ではない。滅多におこなえる活動ではな

いからこそ，多くの時間を費やすことで

短期的方略よりも身体的反応得点を低下

させることが可能かもしれない。 

	 短期的方略では，どのストレス反応に

対しても活動時間の主効果および交互作

用は有意とならなかった。短期的方略に

関しては，活動頻度で述べたとおり，そ

の頻度や時間ではなく実施すること自体

が効果をもたらすと考えられる。 

5. 本研究の限界 

	 本介入研究は，統制群を設けていない

事前事後比較実験デザインの研究である。

そのため，当初からパイロット研究とし
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ての位置付けとした。今後は，自助方略

の内容を精査する手続きと並行して，無

作為化統制試験などさらに精度の高い研

究をおこなう必要がある。 

 

Ⅱ-2-Ｅ．結論 

以下，文献研究と調査・介入研究に分け

て結論を述べる。  

Ⅰ.文献研究 

	 メンタルヘルス不調の予防対策として

自助方略を用いるメリットを 3 点にまと

める。  

①自助方略の推奨目的は，メンタルヘル

ス問題・疾患の予防をメンタルヘルス不

調の症状改善に求めている。 

	 本稿では，メンタルヘルス問題の重篤

化を避ける「予防」の観点で，日々のメ

ンタルヘルス不調に伴う症状の緩和効果

に注目し，実践可能で受け入れが容易な

自助方略に関する研究を紹介した。今後

増え続ける精神疾患を考えると，多くの

人々に対して，軽度・中程度のメンタル

ヘルス不調の段階で早期に緩和できる方

策を教授することは予防の観点で重要で

ある。  

②「気分の不調」の改善を他者からの支

援ではなく，自助に求め，その習慣化を

目的としている。 

	 メンタルヘルスを扱う専門機関の負担

は，対象者の数に伴って増え続ける一方

である。対症療法については，専門家の

援助によるところが大きいが，自助でお

こなえるならば経済的にも人的支援にお

いても負担が少ない。また，閾値下・亜

臨床的なメンタルヘルス不調を抱える人

たちにとっては，専門的な介入を受ける

抵抗感が大きく，むしろ自助方略の実践

を推奨する法が受け入れられやすい。 

③効果的な自助方略リストが完成できれ

ば，それらの普及啓発のために幅広い適

用が考えられる。 

	 信頼性および妥当性の高い自助方略の

選定が重要であるが，その後の活用とし

て，リーフレットやウェブサイトなどを

利用したポピュレーション・ワイド・キ

ャンペーン，スマートフォンの利用によ

るプロンプト介入など普及啓発のために

幅広い適用が期待できる。また，専門施

設での治療と併用することで回復効果を

促進できる。  

	 以上，本研究では，一次予防，さらに

一次予防を超えたメンタルヘルス・プロ

モーションとなる介入システムに組み込

める自助方略について解説した。今後，

我国においても，メンタルヘルス不調の

改善を目的とする自助方略について，役

立ち度，実践可能性，および受け入れ可

能性が高い内容を専門家グループやアド

ボカシー（過去にメンタルヘルス不調を

経験し，回復したのちに支援者として活

動する人たち）グループで一致する内容

を選定する必要がある。最終的には，効

果が期待できる自助方略が推奨されるべ

きであるが，例えば害を伴う方略は避け

ねばならず，専門家グループやアドボカ

シーグループから得られる共通性を担保

した自助方略の選定は，自助方略適用の

信頼性や妥当性を高める。 

 

Ⅱ. 調査・介入研究 

	 本パイロット研究は，就労者に焦点を

当て，メンタルヘルスの予防に関して就

労者の自助方略の内容を明らかにするこ

と，およびどの活動がメンタルヘルスの

予防に役立つか否かを検討する目的で実

施した。  
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	 調査研究では，就労者を対象として，

仕事上のストレスを軽減させる目的とし

て実施している自助方略について質問紙

調査をおこない，活動の収集をおこなっ

た。その結果，収集した自助方略を，１）

継続期間，および２）種別内容，に分け，

それぞれについてサブカテゴリーが形成

された。  

	 介入研究では，調査研究で得られた活

動から短期的方略と中期的方略に絞り，

１週間おこなわせることで，どの活動が

メンタルヘルスの予防に役立つのかを検

証した。その結果，すべての方略で介入

後において心理的反応と身体的反応が軽

減され，本研究で提示した自助方略が心

理的反応と身体的反応に有効であること

がわかった。  

	 活動の種別内容と各ストレス反応の関

連を検討した結果，短期的方略において

「リラクセーション」カテゴリーが「娯

楽」カテゴリーよりも身体的反応得点を

有意に減少させた。身体的反応の改善量

が大きかった自助方略カテゴリーは，「リ

ラクセーション」がもっとも大きく，つ

いで「ライフスタイル」，そして「コミュ

ニケーション」の順であった。「娯楽」カ

テゴリーは身体的反応の軽減には有効で

はなかった。  

	 活動時間と各ストレス反応の関連を検

討した結果，中期的方略において活動時

間を多く費やした高活動時間群の方が低

活動時間群よりも身体的反応得点を有意

に低下させた。  
	 以上の結果を以下に要約する。 

①心理的反応は，活動の種別内容，頻度

および時間にかかわらず，自助方略をお

こなうこと，それ自体で低減する。 

②身体的反応は，短期的方略における「リ

ラクセーション」方略をおこなうことが

最も有効であり，「ライフスタイル」およ

び「コミュニケーション」の方略も有効

であった。  

③身体的反応の低減には，中期的方略に

時間を多く費やすと有効である。 
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